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（要旨）
　本稿の目的は，中国における新たなビジネスモデルの出現に着目し，中国における規範的な
ビジネスモデルの転換を中国経済の二重移行のなかに位置づけ，両者の関係を考察することに
ある。中国経済の二重移行とは，市場経済への体制移行と高度工業社会への発展移行の 2つが
重層的に移行するととらえる理論枠組みである。現時点の中国は二重移行の過渡期であり，近
年では「中所得の罠」や「体制移行の罠」など移行の障害となる状況が指摘されている。こう
したなか，習近平政権は「新常態」の概念を提起し，高度成長から安定成長へ，構造調整によ
る質的向上へ，イノベーション駆動型へという 3つの特徴を挙げている。なかでもイノベー
ションをめぐっては，李克強国務院総理が「大衆創業・万衆創新」に言及するなど，電子商取
引の発展を見据えて近未来への期待が表明されている。こうした文脈の下で，中国企業のビジ
ネスモデル転換について検討すると，不採算企業をめぐる構造改革はもとより，新産業分野で
頭角を現しつつある先進企業において「インターネットプラス」による利益創出の強化が強調
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1　はじめに

　本稿の目的は，中国における新たなビジネ
スモデルの出現に着目し，中国における規範
的なビジネスモデルの転換について，これを
中国経済の二重移行のなかに位置づけて考察
するための理論的検討を行うことにある。と
りわけ，習近平政権の提唱する経済発展の
「新常態」に言及し，その含意について，二
重移行におけるビジネスモデルの転換という
文脈のなかで，これをどのように読み解くこ
とができるのかをめぐり，若干の見解を試論
として示したい。さらに本稿は，中国経済の
二重移行とビジネスモデルの転換という 2つ
のコア概念，ならびにそれらの関連を検討す
ることを通じて，中国企業の指導原理に関す
る考え方の厚みとしての，社会性を加味した
ビジネスモデルへの可能性，という論点に対
する考察を行うことを狙いとしている。
　方法としては，まず議論の前提として，中
国において体制移行と発展移行が重層的に展
開するととらえる二重移行をめぐる論点の確
認を行う（＝第 2章）。これに続いて，中国
経済の「新常態」における骨子の把握を行い，
さらに二重移行と「新常態」との関連を整理
する（＝第 3章）。そのうえで，中国におけ
るビジネスモデルの転換をめぐり，さまざま
な時期において異なる様相を呈してきた状況
を整理したい（＝第 4章）。ここでは，ビジ
ネスモデル論の確認を行った後に，中国にお
ける利益創出モデルの行方を確認したい。こ
こでの留意点は，社会性モデルへの視点であ
る。最後に，二重移行とビジネスモデル転換

との関連を中心に，本稿のインプリケーショ
ンならびに残された課題を提示したい。

2　  中国経済の二重移行：
体制移行と発展移行の重層的展開

　中国経済の二重移行は，本邦において加藤
［1997］，中兼［2002］をはじめ，関［2013］
による問題提起が見られる。本稿では，厲
［2013］がその書名として用いる「中国経済
双重転型」の日本語訳として設定する。厲
［2013］によれば，二重移行とは，①計画経
済体制から市場経済体制への移行である体制
移行と，②伝統的農業社会から工業社会への
移行である発展移行の結合ないし重層構造を
指し，改革・開放政策が始まってから中国の
経済・社会が進んでいる現段階をいうもので
ある。ここでの焦点は，主として中国の経
済・社会というマクロの領域に属するもので
ある。このように，中国経済の二重移行とは，
体制移行と発展移行の重層的展開を指すもの
であるが，その重層性の読解こそ最大の難事
業である。以下ではその中身を明確にするた
め，厲［2013］の枠組を確認したい。
　厲［2013］は，中国が近代国家になるには，
伝統的農業社会から工業社会への移行（＝発
展移行）が必要であり，この移行を実現する
には，改革・開放政策に始まる経済体制への
移行（＝体制移行）が必要である，と両者の
関係を位置づけている。ここでの問題意識
は，中華人民共和国建国から 30 年の間，計
画経済体制に依拠した工業社会への転換が成
功しなかったことにある。そこで，かつての
計画経済体制から脱却し，社会主義市場経済

されている。その一方で，中国企業のステイクホルダーの企業活動に対する存在感やCSRへ
の関心の高まりに伴い，企業の社会性の視点を加える萌芽が観察される。この現象は諸外国に
おけるビジネスモデル理論の変革方向と一致する。ただし，こうした中国企業の社会性志向が
今度どのように展開すると予想されるのか，今後の研究が待たれるところである。
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と称する体制へ移行することが不可欠であ
る，と論じるのである。さらに，この体制移
行は現時点において完了しておらず，移行へ
の過渡期として位置づけられる，と規定して
いる（1-2 頁）。
　では，この重層的移行の難事業を経験して
いる中国は，改革・開放政策以降，どのよう
な教訓を得たのであろうか。厲［2013］に
よれば，以下の 8 点が導き出されるという
（2-5 頁）。
①体制移行が二重移行の重点である。かつ
ての計画経済体制が都市と農村，工業と
農業，都市部住民と農村部住民を含む全
方面において中国経済を制約してきたこ
とがその背景にある。

②二重移行の準備段階における思想の解
放。「実践が真理を検証する唯一の標準」
とする 1978 年の討論，1992 年の南巡
講話を引き合いにし，旧来の発想から抜
け出す重要性が語られている。

③財産権改革が最重要の改革である。投資
者の権利と責任が明瞭になることは発展
移行への原動力となり，農村での収入と
生活の改善や，創業への意欲につながる
ことが述べられている。

④経済成長と同時に民生を改善する。民生
の改善は，都市と農村ないし地方間の収
入格差を縮小する重要な道であり，内需
拡大が密接に関連する。経済政策の目標
として，農村労働力の都市への移動に鑑
み，就業が最重要の問題となるため，経
済成長の速度を保たなければならない。

⑤不断のイノベーションと産業高度化。資
源輸出や低品質・低価格製品の輸出への
依存を避け，国際競争力を得る要件とし
て，知的財産権保護と専門技術者の養
成・奨励が求められる。

⑥経済の質の絶えざる向上と持続可能な発
展の重視。構造の最適化に加えて，環境
保護，省エネと排出削減，資源の合理的

利用，クリーン生産など，世代を超えた
環境への考慮が重要である。
⑦最も潜在力のある投資機会としての城鎮
化（＝農村部の小都市化）。城鎮化率の
向上は二重移行の成果であり，実現を継
続する推進器である。計画経済体制下で
は城鎮化の速度が遅く，農民（＝農村戸
籍を有する者）の都市流入が許可されな
かった。次第に状況は改善されつつある。

⑧民営経済の大いなる発展。就業圧力が緩
和され，民間の積極性が高まる。「国退
民進」（＝民営企業の相対的優勢）も「国
進民退」（＝国有企業の相対的優勢）も
国家の方針たりえない。国有企業と民営
企業が共に発展することこそ，経済成長
ならびに社会の安定と調和に有利である。

　そして，中国の二重移行は，国情に基づき
一歩ずつ前進してきたもので，現段階におい
て任務が完成されたとは言えないとし，引き
続き「体制移行により発展移行をもたらす」
ことが提唱されている。この点をめぐり，マ
クロ政策上の 3つの要諦が，次のように説明
される（厲［2013］5-11 頁）。
①内発的な力の重要性。地方政府や企業が
発展を加速するため投資プロジェクトや
貸付の増加を要求する状況を例にとり，
外発的な力に頼ると内発的な力が作動し
にくくなるという弊害を述べ，いざ中央
政府がさらなる調整を図ろうとしても効
力が発揮されなくなる，と指摘する。
②今日の状況を段階的成果としてとらえ，
改革の継続と深化が求められること。戸
籍を二分して住民の権利を不平等なもの
にし，経済と社会の発展を阻害した都
市・農村の二元体制は，計画経済体制の
産物であるという。これを消し去るには
改革の深化が必要であると指摘する。
③指導者の大局的な発想。戦略的眼力・胆
力と気迫を持って一国の采配を振るうべ
きである。
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　これらに続き，二重移行過程の構造調整に
ついて，新興産業への視点，環境への配慮，
地域格差解消への視点，労働集約型モデルか
らの脱却，民営企業家育成の視点が示され，
企業の統廃合における留意点として，政府の
限界を踏まえ，微調整ないし予備的措置に留
まるのがよいと指摘する。

3　経済発展の「新常態」と二重移行

（1）「新常態」の骨子
　ところで，経済発展の「新常態」という言
葉は，2014 年 5 月に習近平総書記・国家主
席が河南省を視察した際に初めて提起した概
念である。同年 11 月，アジア太平洋経済協
力（APEC）の CEOサミットでは，①高度
成長から安定成長への移行，②量的拡大から
質的向上への構造調整，③要素駆動・投資駆
動型からイノベーション駆動型へ，という
「新常態」の 3つの特徴が挙げられた。
　さらに同年 12 月，中央経済工作会議の際
に発表されたプレスリリースにおいて，経済
発展の「新常態」にみられる 9方面における
動向変化が具体的に示された（国家行政学院
経済学教研部編著［2015］3 頁）。箇条書き
にしてみると，以下のとおりである。
①個性化・多様化された消費需要へのシフ
ト

②新技術・新製品・新業態への投資機会の
シフト

③輸出と国際収支における海外からのハイ
レベルな技術の導入と大規模な海外進出

④新興産業，サービス業，小型・零細企業
の役割の増大と業界の再編

⑤人口の高齢化と農村余剰労働力の減少に
よる労働集約型成長の鈍化とイノベー
ション・技術進歩の必要性

⑥市場競争における数量・価格から品質・
差異化へのシフト

⑦環境資源における循環型発展モデルの必

要性
⑧ハイレバレッジとバブルを特徴とする経
済リスクの顕在化とその解消への歩みの
長期化
⑨全面的な経済刺激策の効果の弱化
　以上をめぐり，観察されるのは，経済発展
の各方面において，以前の状態から新しい状
態へのシフトが謳われていることである。こ
れら新しい状態を総称して「新常態」と呼ぶ
わけである。
　ところで，こうした「シフト」ないし「転
換」に関する問題提起は，その具体的な内容
こそ異なれ，かつて無かったわけではない。
たとえば，2007 年の中国共産党第 17 回全国
代表大会では，「経済発展方式の転換」とい
う言葉が用いられている（関［2013］78-79
頁）。胡錦濤政権の当時から，「需要構造の面
における投資と輸出から消費へ」，「産業構造
の面における工業からサービス業へ」，「生産
様式の面における投入の量的拡大から生産性
の上昇へ」という 3つの転換が提起されてお
り，その柱と目指す発展方向という点でいえ
ば，「新常態」の原型を想起させるものとも
いえるだろう。

（2）  「2016 年政府活動報告」にみる
「新常態」

　では，「新常態」の具体的な構想として，
どのようなイメージが描かれているのであろ
うか。以下では，直近の中国における会議で
報告された文書である「2016 年政府活動報
告」を手掛かりに，ビジネスモデルとの関連
を念頭に置きつつ，一側面を探ってみたい。
　2016 年 3月に第 12 期全国人民代表大会第
4回会議が開催され，李克強国務院総理が政
府活動報告を行った（人民網［2016-03-
05］）。政府活動報告は 2015 年度の政府活動
を回顧するとともに第 13 次 5 か年計画期の
主要目標・任務と重要措置ならびに 2016 年
度の重点活動を示すものであり，「新常態」
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における具体的内容を語るものとして注目さ
れる。
　約 2万字の政府活動報告のなかでとりわけ
目立つのは，61 回登場する「創新」という
言葉である。なかでも「創新」が頻繁に登場
する節を挙げれば，① 2015 年度の活動の回
顧における「質・効率の向上に照準を定め，
産業のイノベーションと高度化を推進した」，
②第 13 次 5 か年計画期の主要目標・任務と
重要措置における「イノベーションによる牽
引作用を強化し，発展のための強大な原動力

を注入する」，③ 2016 年の重点活動におけ
る「社会全体における起業とイノベーション
の潜在力を十分に解き放つ」の3か所である。
　また，よく用いられる言い回しを抜き出す
と，「大衆創業・万衆創新」（大衆による起業
と万衆によるイノベーション，縮約して「双
創」），「イノベーション駆動型発展戦略」（the 
Strategy of Innovation-driven Develop-
ment），「国家自主創新示範区」（National 
Innovation Demonstration Zones）などを挙
げることができる。

表 1　第 12 期全国人民代表大会第 4回会議の政府活動報告に出現した「創新」の用例

10
今や大勢のメイカーズが革
新・起業の道を歩んでいる

A great number of makers started busi-
nesses and made innovations

13 科学技術革新 technological innovation

23 科学技術革新 innovations in science technology

49
ビジネスモデルの刷新を奨
励する

encourage innovative business models

42
現代サービス業革新プロ
ジェクト

projects to promote innovation in high-tech 
services

18 国立技術革新センター national technological innovation hubs

11
国家自主イノベーションモ
デル区

national innovation demonstration zones

32
国家自主イノベーションモ
デル区

national innovation demonstration zones

33
国家自主イノベーションモ
デル区

national innovation demonstration zones

41
国家級製造業イノベーショ
ンプラットホーム

national platforms for innovation in manu-
facturing

40 社会全体の起業・革新
our society to start businesses and make 
innovations

29
社会全体の起業・革新の潜
在力

the whole country's potential for starting 
businesses and making innovations

34 全面的革新・改革試験区 pilot reform zones for all-round innovation

22 体制・仕組みの刷新 institutional innovations

46 体制の刷新 institutional innovation
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2 大衆による起業・革新
business startups and innovations by the 
general public

9 大衆による起業・革新
public participation in starting businesses 
and maiking innovations

20 大衆による起業・革新
public to start businesses and make inno-
vations

35 大衆による起業・革新 business startups, innovations

54
哲学・社会科学革新プロ
ジェクト

innovation in philosophy and the social sci-
ences

7 産業の革新・高度化 industrial innovation and upgrading

47 農業科学技術の革新
the innovation … of agricultural science 
and technology

16
革新は発展をリードする第
一の原動力

Innovation is the primary driving force for 
development

3
科学技術分野におけるイノ
ベーション

innovations

53 革新能力 capacity for innovation

38 革新の文化 a culture of innovation

39 革新のための環境 an environment for innovation

6 革新への意欲 enthusiasm for … making innovations

1 革新駆動型発展戦略
the strategy of innovation-driven develop-
ment

8 革新駆動型発展戦略 an innovation-driven development plan

17 革新駆動型発展戦略
a strategy of innovation-driven develop-
ment

30 革新駆動型発展戦略
the strategy of innovation-driven develop-
ment

37 創業・革新 start businesses and make innovations

36 起業・革新の仕組み business startups and innovation-making

44
実体商業の革新とパターン
転換

physical stores to transform themselves 
through innovation

31 革新の主体としての企業
ensure that enterprises lead in making 
innovation

15
革新による牽引作用を強化
し

ensure that innovation better drives …

60 改革・革新に励む者
those who are committed to carrying out 
reforms and making innovations
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　「大衆創業・万衆創新」の発想は，李克強
総理が 2014 年 9 月のダボス会議で初めて提
起したものである。その後の第 1回世界イン
ターネット大会や国務院常務会議でも言及さ
れ，2016 年に先立ってすでに 2015 年にお

ける政府活動報告のなかにも盛り込まれてい
る。インターネットが普及する今日，起業と
イノベーションの新たなプラットフォームを
念頭に置いて，李克強総理自ら様々な機会を
探って若者を中心とするメイカーズ（創客）

61 世界経済の革新・成長 innovative growth in the global economy

48
対外貿易の革新・発展を促
進する

develop innovative ways to promote foreign 
trade

50 サービス貿易の革新・発展
create innovative ways of developing trade 
and services

55 文化産業の革新・発展 creative development of the cultural sector

14
革新，調和，グリーン，開
放，共有という発展理念

innovative, coordinated, green, open, and 
shared development

21 革新型国家 an innovative … country

19
革新型リーディング・カン
パニー

high-innovation enterprises

25 革新の手段 new instruments

58 革新型政府 innovative government

45 …が～を新たに開発する … to develop new ～

12 ～の刷新 develop new ways of ～

5 ～を刷新し reform ～

52 ～を刷新する improve ～

56 ～を刷新する develop new forms of ～

57 ～を刷新し new ways will be developed to ～

24 ～の刷新 developing new ways of ～

4 ～を刷新した develop new ways of ～

26 ～を刷新し develop new approaches to ～

28 ～を刷新し develop new ways of ～

27 ～の刷新 developing new ways for ～

51 ～モデルを刷新し create new models of ～

43 ～を革新・増強し ～ be developed through innovation

59 監督管理方式の刷新 adopting new forms of supervision

注）左端の数字は，文章中で「創新」という言葉が登場した順序を示す。
出所）「2016 年政府活動報告」中国語版・日本語版・英語版より筆者作成。
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たちと交流を重ねており，その期待を窺うこ
とができる（中国青年報［2015-03-06］）。
　また，2016 年の政府活動報告には「イン
ターネット・プラス（Internet ＋）」行動計
画との関連で「今や大勢のメイカーズが起
業・イノベーションの道を進んでいる」との
一文が見える。さらに，「イノベーションは
発展をリードする第一の原動力である」なら
びに「イノベーション駆動型発展戦略を踏み
込んで実施しなければならない」以降のくだ
りでは「『大衆創業・万衆創新』を持続的に
促す。ビッグデータ，クラウドコンピュー
ティング，IoT（モノのインターネット）の
幅広い応用を促進する」との記述が見出され
る。
　そして「発展の新旧原動力のバトンタッ
チ・転換を速める」のなかで「新原動力を大
きく育て上げ，ニュー・エコノミーの発展を
速めなければならない」と述べられ，体制的
メカニズムのイノベーション（institutional 
innovations）を通じた共有プラットフォーム
の構築，新興産業クラスターの育成，情報
ネットワークの活用による生産・経営・マー
ケティングモデルの変革の促進，産業連鎖・
供給連鎖・価値連鎖の再構築が謳われている。
　2016 年の重点活動として打ち出されたサ
プライサイドの構造改革の強化のなかでは，
「イノベーション駆動型発展戦略」が再度登
場している。とくに社会全体の潜在力との関
連で「大衆創業・万衆創新」と「インターネッ
ト・プラス」の相乗効果に言及し，具体的な
中身として「クラウドイノベーション（衆
創），クラウドソーシング（衆包），クラウド
サポーティング（衆扶），クラウドファンディ
ング（衆籌）（＝縮約して「四衆」）のプラッ
トフォームを築き上げ，大・中・小企業，大
学・科学研究機関，メイカーズなど多方面が
連携する新しいタイプの起業・イノベーショ
ンの仕組みを形成する」との記述が見られる。
　これらの記述から，発展の新旧原動力のバ

トンタッチと転換，ならびにダブル・エンジ
ンの形成の必要性が謳われていることがわか
る。インターネットを媒介として社会全体に
広がりを見せる諸活動と関連する数多くの新
しい用語が登場しているのである。しかも，
その多くがビジネスモデル・イノベーション
の議論においてしばしば登場する用語と共通
することに留意しなければならないだろう。
習近平総書記・国家主席が唱える「新常態」
の具体的な含意をめぐり，李克強総理ならで
はの表現をここに見出すことができる。

（3）「新常態」と二重移行の関連
　では，二重移行と「新常態」との間にはど
んな関係があると推察されるであろうか。
　まず，かつての「常態」から「新常態」に
シフトすることで二重移行の過程が完成する
のかといえば，そのような簡単なものではな
い。「新常態」はあくまで，二重移行の過程
における 1つの過渡期のスケッチである。た
だし，たとえば経済成長率が 7％台を下回る
水準となる事象は，この生易しい過程ではな
い二重移行の痛みを端的に表現するものであ
り，中国内外の実業家，投資家，アナリスト，
メディアなどが現在，さまざまな憂慮を示
し，議論を戦わせている通りである。
　しかも，これは特別な過渡期であり，本稿
の問題意識との関連でいえば，ルイスの転換
点を超えたあたりで顕在化するさまざまな現
象が，まさに「新常態」として描かれている
ものと推察される（Lewis［1954］）。こうし
た痛みは，「中所得の罠」（Gill,I.& H.Kharas
［2007］）や「体制転換の罠」（清華大学凱風
研究院社会進歩研究所，清華大学社会学系社
会発展研究課題組［2012］，以下，清華大学
［2012］）などの形ですでに指摘され，むし
ろ二重移行との関連で分析されることによっ
て，その本質をより明確にとらえることがで
きるものと考えられるだろう（加藤［2013］，
関［2013］）。
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　こうした状況を受け，本稿はなぜ，「中国
経済の二重移行」と「ビジネスモデルの転換」
の二者の関連を吟味するのか。その理由は，
ミクロレベルにおける「利益創出モデル」と
「社会性モデル」の重層的展開（＝第 3章で
詳述）と，マクロレベルの「体制移行を通じ
た発展移行」におけるインセンティブと民生
改善の重層的展開との間に，メタレベルの形
式的相似性が観察されるからである。
　ここでいう形式的相似性の含意は，「新自
由主義者」と「新左派」の論争として図式化
されるがごとく（関［2013］103 頁），「利益
創出モデル」とインセンティブ，「社会性モ
デル」と民生改善がそれぞれ親和性を持つこ
とを指す。これらの図式的対応関係を「相似
的重層性」と呼ぶならば，「新常態」概念も
この「相似的重層性」との関連を持つ，と位
置づけることができるわけである。
　ところが，問題はこの「相似的重層性」が，
現実におけるマクロ及びミクロの諸断層にお
いて，理論通りのきれいな形で展開していな
い状況が観察されることである。たとえば，
中国の金利の引き下げ，株式市場や不動産市
場に対する政府の介入，国有企業の存在感の
さらなる増大などが，「新常態」への転換に
沿う動きなのか，逆行する動きなのか。一種
の摩擦ともいうべき種々の現象は，当然の痛
みとして事前にある程度まで織り込み済みと
はいえ，必ずしも体系的に説明されてこな
かった感がある。清華大学［2012］は「体
制移行の罠」の「5つの病状」を描写するが
（5-15 頁），中屋［2015］はそもそも「党国
家資本」への既定路線として現実に辿ってき
た道であると解釈する（34 頁）。
　すなわち，今日とくに顕在化しつつある中
国経済の二重移行に伴う痛みについて，本稿
はこれをビジネスモデルの転換のなかに観察
しようと企図している。本稿でのビジネスモ
デルの転換とは，中国企業の利益創出ならび
に社会性に対する指導原理と管理技法をめぐ

る転換を指す言葉として用いるものとする。
これまで 1995 年に「経済成長方式の転換」，
2007 年に「経済発展方式の転換」という言
葉が中国共産党の会議で提示され，2014 年
に習近平「経済発展の『新常態』」のなかで
9方面の動向変化が語られており1），いずれ
も対象とする領域，そして「転換」や「動向
変化」という点で類似している。ただし，本
稿では沿海部の出稼ぎ労働者の不足を契機と
して注目されてきた中国におけるルイスの転
換点の前後を念頭に，企業経営の質的転換を
イメージすることとしたい。ここでの焦点
は，企業経営というミクロの領域に属する問
題が主たる関心として取り上げられる。
　なお，以上の規定に照らせば，ビジネスモ
デルの転換という用語は，「ビジネスモデル
の進化」，「高度化」ないし「多様化」と呼ば
れるべき内容と必ずしも同一ではない。「転
換」という言葉には根本的な質的転換が含意
されている。とはいえ，本稿はその考察対象
として，改革・開放政策が始まってからの中
国企業改革の動き全体に着目している（髙久
保［2012］，髙久保［2013］）。なぜなら，「転
換」にせよ，「進化」，「高度化」，「多様化」
にせよ，そこに「変化」が伴うからである。
　我々はビジネスモデルの転換に焦点を当て
るとき，事業活動の方式の「変化」のなかに
観察される「利益創出中心の視点」から「社
会性を加味した視点」への転換に留意する。
そして，ここでの注目点は，「社会性」との
関連におけるステイクホルダーの役割とその
成果が民生改善に与える影響との間の微妙な
ズレにある。その詳細は，以下に章を改めて
整理することにしたい。

4　中国におけるビジネスモデルの転換

（1）  本稿におけるビジネスモデルの
とらえ方

　ビジネスモデルという言葉を用いるに先立
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ち，これが何を指すのかを確定することが不
可欠であろう。はじめに，若干の先行研究を
参照し，続いて本稿でのとらえ方を示してお
きたい。
　まず，根来・浜屋［2012］によれば，ビ
ジネスモデルを「事業活動の構造モデル」と
し，①戦略モデル，②オペレーションモデル，
③収益モデルの 3つの構成要素によって成り
立つものとする（83-84 頁）。これは，国領
［1999］が，①誰にどんな価値を提供するか，
②その価値をどのように提供するか，③提供
するにあたって必要な経営資源をいかなる誘
因の下に集めるか，④提供した価値に対して
どのような収益モデルで対価を得るか，とい
う 4つの課題に対応した事業の設計思想を，
ビジネスモデルとして定義した説との対比で
提示されている。
　他方，オスターワルダー＝ピニュール
［2010］は，「どのように価値を創造し，顧
客に届けるかを論理的に記述したもの」（邦
訳 14 頁）とビジネスモデルを定義する。「ビ
ジネスモデル・キャンバス」と名付けるこの
枠組みは，顧客，価値提案，インフラ，資金
という 4つの領域をカバーし，9つの構築ブ
ロック（① CS：顧客セグメント，② VP：
価値提案，③ CH：チャネル，④ CR：顧客
との関係，⑤R$：収益の流れ，⑥KR：リソー
ス，⑦KA：主要活動，⑧KP：パートナー，
⑨C$：コスト構造）で構成され，組織構造，
プロセス，システムを通じて実行される戦略
の青写真になる，という（邦訳 15 － 19 頁）。
ここでの議論は，単に「儲ける仕組み」にと
どまらず，「顧客にどんな価値を提供するか」
という価値提案（VP）が中心に位置づけら
れ，その左右に KP，KA，KR，CR，CH，
CSという事業活動本体の構成要素が布置さ
れている点である。「儲ける仕組み」の基盤
となるコスト構造（C$）と収益の流れ（R$）
はキャンバスの下部に描かれる。根来・浜屋
［2012］は，ネット・ビジネスの隆盛との関

連で，プラットフォーム利用者の増加につれ
て複数の収益モデルが成立する現況を念頭に
置き，「儲ける仕組み」が後から発生する状
況の存在に言及している（93 頁）。
　川上［2011］は，財務とマーケティング
を高い次元で融合しながら，不確実な事業環
境を泳ぎ切っていくハイブリッドな思考方法
の必要性に言及する（2頁）。そのうえで，「顧
客満足と利益の共創（同時獲得）」を可能に
する新たなビジネスモデルのデザイン方法，
すなわち「ビジネスモデルのグランドデザイ
ン」の重要性を強調する（15 頁）。デザイン
という用語を使うのは，成功したビジネスモ
デルを後から解剖し分析するための「フレー
ムワーク」との違いを明確にするためである
という。ここでも「利益」を突出した要素と
見做すのでなく，「顧客満足」との共創とし
て位置づけている点が留意される。ここか
ら，ビジネスモデルの構成要素を，①目的と
しての顧客価値創造，②（それを実現するた
めの）価値提供のプロセス，③制約条件とし
ての利益，と記述している（28 頁）。ここで
は「顧客価値」＝「支払意欲」－「価格」，
ならびに「利益」＝「価格」－「コスト」と
いう式で表現され，算出されるものとしての
実証研究が試みられている。
　これらに共通する 1つの注目点として，か
つての主要な関心事である「儲ける仕組み」
としてのビジネスモデル論から，時代を経る
に従って，むしろ顧客志向の発想に基づくア
イデアを重視し，これを具体化した事業活動
を工夫し，そこに課金システムが結果として
組み込まれるプラットフォーム全体を論じる
ようなビジネスモデル論へと変遷している状
況が挙げられるであろう。
　さて，本稿におけるビジネスモデルという
言葉の使用法は，上述の諸学説と同様，狭義
の解釈である「儲ける仕組み」のみを扱うも
のではない。改革・開放政策以降の中国企業
を観察対象とするさい，企業家の旺盛な成長
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意欲や，三角債（企業間，銀行，政府間の未
払金等により形成される債務の連鎖状態）を
解決する課金システムの出現などのイメージ
から，たしかにこれを「儲ける仕組み」に限
定して論じることは意義がある。しかし，あ
と数年で改革・開放政策の開始から 40 年に
なろうとする今日，中国経済の高速成長を経
て，高度な発展を遂げた企業もあれば，原初
的な形態を保つ企業もあり，多様な展開を見
せている。こうした現実を俯瞰するべく，若
干の用語について，拡張したとらえ方を許容
する必要が生じているのではないか，という
のが本稿の立場である。
　そこで，本稿では，「利益創出モデル」，「社
会性モデル」という 2つの理念型を提起する
こととした。これは現実の企業活動に対応し
て分類できるものではなく，あくまで比重が
問題となるものである。具体的には，「利益
創出」がきわめて強く意識されているのか，
それとも「社会性」を加味する度合いが比較
的大きいと見られるのか，という尺度として
用いられるものである。
　なお，ビジネスモデルという用語が学界で
話題になり始めたのは20世紀末のあたりで，
実務界では「インターネットを使ったビジネ
スが収益を上げる方法のこと」と解釈されて
いた（根来・浜屋［2012］82 頁）。そのため，
ビジネスモデルという用語を昨今の中国企業
の状況に当てはめることの可否を問う向きも
あるかもしれない。しかしながら，周知のよ
うに，すでに中国国内で数多くのビジネスモ
デルに関する理論研究と事例研究が行われて
おり，とくに問題はないものと考えられる。
　次に，「ビジネスモデルの転換」という用
語法について，本稿の立場を明確化しておき
たい。
　実際の企業活動が，ビジネスモデルとして
認識されているか否かを問わず，企業経営の
あり方に対する革新が行われている事実に着
目してみたい。ここにおけるあらゆる革新的

な工夫が，すべて「ビジネスモデルの進化」，
「高度化」，「多様化」のマイクロ・バージョ
ンである，ととらえることは可能であろう。
ただし，ここで量的変化と質的変化の区別が
問題となることは否めない。たとえば，QC
サークルを実施した結果，ある部品の製作に
かかる時間当たりコストが 10.00 元減少した
として，これを「ビジネスモデルの進化」と
呼ぶかどうか。通常は呼ばないであろう。質
的変化を伴わない量的変化として理解される
からである。たとえ，こうした日々の工夫が
積み重なって 1つのシステムとしての質的変
化がもたらされるにせよ，「ビジネスモデル」
の「進化」と称するには大袈裟である。とは
いえ，事業活動の目的ならびに諸要素の構成
が変化することにより，収益もしくはステイ
クホルダーへの影響に対して明確な変化が生
じる状況がもたらされたときは，少なくとも
この状況をもって「ビジネスモデルの変化」
として呼ぶことが適切であるといえるだろう。
　ただし，「変化」ではなく，「転換」という
用語を選択する場合は，単に明確な質的変化
が生じただけでは不十分であり，画期的な質
的変化が生じることを要するものであろう。
本稿では，ここにおいて，経営レベルの「社
会性」に対する問題意識の強さに注目するこ
とにしたい。
　さらに，本稿における「社会性」の用法を
確認する必要があるだろう。念頭にあるの
は，さまざまなステイクホルダーに対する企
業家・経営者の目的意識と姿勢であり，また，
企業の社会的責任（CSR）との接点である。
資本主義経済では，株主というストックホル
ダーに限らず，ステイクホルダーへの視点が
問われつつあるという議論が，すでに多く提
示されているが，社会主義市場経済にも同様
の議論が存在する2）。また，酒井［2009］に
よれば，中国におけるCSRは，そもそも社
会主義国であるにも関わらず，改革・開放政
策における先富論との関連で相容れないもの
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があったが，WTO 加盟以降，海外本社の
CSR方針に準拠する形で考慮に入れざるを
えなくなった経緯がある。
　こうした状況に加え，21 世紀 10 年代に入
ると，出稼ぎ労働者に対する労務管理のあり
方や，中国社会のネット化に伴ってネチズン
が企業経営に与える影響がクローズアップさ
れるなど，労働者や消費者への視点を無視す
ることが許されない事象が目立つようになっ
てきた（髙久保［2014a］）。
　以上を前提として，改革・開放政策以降の
中国企業の活動に着目し，どのようなビジネ
スモデルの変化が生じ，どのようなビジネス
モデルの転換が図られようとしているのか，
瞥見してみよう。

（2）  利益創出モデルの萌芽，ならびに
成長・発展

　中国におけるビジネスモデルの転換を検討
する前提として，これまでさまざまな経緯に
より，さまざまな言葉により語られてきた
「ビジネスモデルの変化」を辿っておくのが
有益であろう。上記の用語法との関連でいえ
ば，利益創出モデルから社会性モデルへの転
換ではなく，あくまで利益創出モデルの範囲
内における進展であり，高度化であり，多様
化が見られた，ととらえられる。これらを総
括して，この節では「利益創出モデルの萌芽，
ならびに成長・発展」と表現したい。
　まず，1980 年代から 1990 年代までの関
心事は，計画経済から商品経済へ，そして市
場経済への改革の一環としての経済体制改革
である。この文脈のなかで，企業内の経営メ
カニズムの確立が求められてきた。この時期
には，行政的なロジックの色彩の強い「単位」
から，自ら意思決定する権限と損益の自己責
任を負う「企業」へと，経営体質を切り替え
ることが求められたといえるだろう。
　そもそも社会主義企業として「人々の日増
しに増大する物質・文化面のニーズ」に対応

すべき存在であった生産の単位が，経済建設
を国家運営の中心に据える大きな方針転換の
なかで，経済合理性を追求すべき企業体へと
変身を遂げることが求められてきた。社会主
義企業をビジネスモデルとしてとらえる視角
が当時あったかどうかはともかく，便宜的に
この言葉を用いて表現するならば，社会性モ
デルから利益創出モデルへの転換というべき
状況として描くことも可能かもしれない。
　実際，「企業弁社会」ないし「小社会」と
いう中国語の表現から窺えるように，国営企
業の単位は物的生産のみならず，社会的機能
として，食堂・浴場・保育園・病院・映画館
などのサービス業務や，戸籍・清掃・消防・
警備・緑化事業などの行政・公益業務を担う
ほか，政治的機能として，模範的な労働者を
表彰したり，思想政治工作の活動を行ったり
する業務を担っていた（路［1989］）。
　ただし，ここにおける経営者は，主管部門
ないし党機関の指令もしくは指導を受けて限
定的な意思決定をせざるをえない存在であ
り，主体的な意思に基づいて「社会性」を発
想する状況とは性質をまったく異にするもの
といえる。すでに概観した通り，ビジネスモ
デルの構成要素として，少なくとも，①顧客
への価値提案，②価値提供のプロセス，③収
益を得る仕組みがあり，その設計主体とし
て，権限・責任・利益において上部機関とは
独立した企業家ないし経営者の存在が前提さ
れなければならない。改革・開放政策が始
まったばかりの国営企業の工場長は，資本主
義企業の社長に相当する存在ではなく，意思
決定権限において制約された役割を果たすに
過ぎなかった。この点において，本稿は当時
の生産単位の経営をビジネスモデルとして観
察しない立場を採っている。
　以上をまとめれば，20 世紀 80 年代を典型
とする経済体制改革における企業内の経営メ
カニズムの確立は，改革・開放政策による経
済建設重視という国家方針を追い風として誕
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生した利益創出モデルの萌芽ととらえること
ができるであろう。
　ところが，90 年代に入ると，農村部にお
ける郷鎮企業が脚光を浴びることになる。鄧
小平が「異軍突起」という中国語で賞賛した
この現象は，都市部における国営企業の改革
とは異なる舞台において，新しい企業家が誕
生し，活力ある経営メカニズムが躍動したと
ころに特徴がある。
　蘇南モデルとして知られる地域を例にとれ
ば，企業が地方政府に「管理費」を支払うこ
とにより多くの経営自主権が企業側に委譲さ
れた。ここでの企業家精神の発揮は，「管理
費」が地元の農業建設に使用されるという名
目があるにせよ，企業から見れば自主権獲得
のための対価に過ぎず，その目的は利益創出
にほかならない。つまり，ここにおいて，中
国におけるもう 1つの利益創出モデルの萌芽
を，90 年代の郷鎮企業の出現のなかに見出
すことができるだろう。
　そして，①顧客への価値提案，②価値提供
のプロセス，③収益を得る仕組みという 3点
に着目するならば，郷鎮企業の活動は，その
内実が素朴な段階に留まるものであるとはい
え，80 年代の経済体制改革における度合い
と比べて，優るとも劣らないシステムとして
確立を遂げたものと評価することができる。
たとえば，職場における「末位淘汰制」など
を代表とする従業員への信賞必罰式の管理技
法などは，今日から振り返ればやり過ぎに見
えるような徹底ぶりであったが，当時は現金
収入が手っ取り早く受け取れるという意味に
おいて，勤勉な従業員にむしろ歓迎される感
が強かったことが想起される。つまり，当時
は，低コストによる労働集約型企業の発展こ
そ「収益を得る仕組み」に「価値を提供する
プロセス」が伴った典型的なビジネスモデ
ル，といえた時期なのである。
　さらにこれに重なる時期，ないしその後に
おいて，意欲の旺盛な人々の起業による数々

の民営企業が出現し，また科学や技術をよく
知る人々の起業による数々のハイテク企業が
登場した。21 世紀に入る前後には，WTO加
盟と相俟って，海爾集団（ハイアール），聯
想集団（レノボ）など，グローバル戦略を通
じて世界で知名度を持つ中国企業が脚光を浴
びる。21 世紀 10 年代の今日では，新市場・
新技術に対応するM&Aの展開，既存の中核
技術を活かした新産業分野への進出に続き，
モバイル，SNS（ソーシャル・ネットワー
キング・サービス），クラウド，ビッグデータ，
AI（人工知能）などを活用した新しいビジ
ネス形態が次々に提案され，「互聯網＋（イ
ンターネットプラス）」，O2O（Online to 
Offl  ine）などの実践が出現し，理論的な検討
が待たれる状況にある。この段階ではもは
や，中国企業としての特殊性の観点を超え，
世界企業としての在り方が問われ，百度（バ
イドゥ），阿里巴巴（アリババ），騰訊（テン
セント）といった急成長企業に注目が集まっ
ている。
　さて，これらはすべて，ある種の経済合理
性がその時期の経済・社会状況と技術水準を
前提にして追求された結果，利益創出の達成
に成功したモデルということができるだろ
う。すなわち，a. 国有企業の経済体制改革の
進展，b. 農村部における新しい企業家の誕生
に伴う活力ある経営メカニズムの出現，c. 民
営企業家・ハイテク企業家の誕生と成長に伴
うグローバル戦略の出現，d. 新市場・新技術
への対応や SNS等の活用による新しいビジ
ネス形態の提案，という 4つのフェーズが提
示されうる（髙久保［2012］1-3 頁）。ほか
のフェーズを示すこともできるが，この節で
は，国有と民営の違い，ならびに企業競争力
が飛躍的に成長したことに伴う断面を，代表
的に取り上げてみた。
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（3）  利益創出モデルから社会性モデル
への重層的展開

　さて，上記（2）で，改革・開放政策以降の
中国企業における利益創出モデルの萌芽，な
らびに成長・発展の歩みを瞥見してきた。行
政色が強い単位主義の様相を帯びた組織か
ら，その性質を脱して自ら意思決定する権限
と損益自己責任を負う企業へと向かう道行き
があり，他方において，郷鎮企業が勃興し，
民営企業やハイテク企業が注目され，グロー
バル企業が出現し，ネット企業が世界のトッ
プに躍り出る流れに至る系譜が，ここでは描
き出されている。いずれも，利益創出をもっ
て成功と評される発展方向を示す点で共通し
ており，これらを総じて「利益創出モデル」
の発展としてとらえることとしたい。この流
れが今日において継続中であることはいうま
でもない。
　ところが，本稿が光を当てようとするもう
1つの理念型は「社会性モデル」であった。
これは，企業の利益創出のみならず，従業員，
顧客，地域社会などステイクホルダーへの視
点を踏まえたトータルな配慮，ないし企業の
社会的責任（CSR）を組み込んだ経営の在
り方を含意している。ここで「利益創出モデ
ル」と「社会性モデル」は，必ずしも二律背
反的な規範ではない。後者を厳密に精査すれ
ば，利益創出を前提としつつも社会性への視
点が相対的に高いモデル，と表現できるであ
ろう。むろん，両者をあえて区別するため，
前者を広義と狭義に分け，経済的機能こそが
企業の唯一の責任と考える企業（フリードマ
ン［1962］）を想定し，「狭義の利益創出モ
デル」を設定しても差し支えない3）。現実の
企業は，2つの規範がある割合でブレンドさ
れた状況を有している。この意味において，
利益創出モデルと社会性モデルは常に重層的
な展開をするものといえる。ただし，本稿で
我々が着目したいのは，近年の特徴として，
中国企業の指導原理に関する考え方に厚みが

加わってきた点，言い換えれば，中国企業に
おいて社会性の度合いが高まりつつある点を
めぐる検討である。
　現地の識者の多くは，依然として現段階に
おける利益創出モデルの圧倒的優勢を強調す
る。しかしながら，社会性モデルの色彩が
まったく観察できないわけではない。ルイス
の転換点との関連で労働集約型産業からの転
換を唱え，労働者の発展空間への配慮を提唱
する「成長のモデルチェンジ論」（沈・王
［2011］22-41 頁），企業と出稼ぎ労働者との
関係をめぐり経済成長に伴って顕在化してき
た社会的弱者への視点から考察する議論（髙
久保［2014b］），ネット社会の進展に伴うネ
チズンの出現とその企業経営への影響に関す
る議論（髙久保［2014a］232 頁），中国の
CSRの動向をめぐる報告書とその評価を手
掛かりに経営規範のシフトに関する考察を試
みる議論（髙久保［2013］43-46 頁）などが
ある。さらなる観点を示すことも可能である
が，当面，ステイクホルダーとして企業と近
い関係にある従業員と消費者，さらに間接的
ではあるがネットを通じて大きな社会的影響
力を持ちえるネチズンに着目してみた。で
は，これらステイクホルダーはいかなる存在
なのであろうか。
　第 2章において，中国経済の二重移行に伴
う痛みについて，「中所得の罠」や「体制移
行の罠」という指摘があることに注目した。
本章では，ビジネスモデル概念が，必ずしも
「儲ける仕組み」に留まらず，むしろ顧客志
向のイノベーションに対応しようとする動き
があることを指摘した。紺野［2012］は 21
世紀のビジネスモデルとして，ソーシャル・
イノベーションへの展開を明確に打ち出して
いる（218 頁）。この方向性は，フリーマン
［2007］の 21 世紀構想，ならびに大平編著
［2009］，企業と社会フォーラム編［2012］
などに謳われる動向を取り入れる形で，ビジ
ネスモデルという用語が進化して利益創出の
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側面と社会性の側面を包摂しうることを表現
したものともいえるだろう。
　ということは，中国におけるステイクホル
ダーへの視点とは，たとえば，既得権益層に
よって二重移行が進展しづらい状況を打破す
る装置として，ネットという物理的な技術進
歩によって，消費者や労働者が企業経営に間
接的に参画することを可能とするプラット
フォームがもたらされ，結果として社会シス
テムを変革し前進させる役割を潜在的に果た
しうることを意味しないだろうか。
　つまり，ビジネスモデルの転換の重要なメ
ルクマールとして社会性の側面を加味しよう
とする根拠は，単にネット社会の先端をゆく
米国等の資本主義世界のみで議論されること
ではなく，中国のような二重移行を目指す経
済・社会においても，その積極的な役割への
貢献可能性という点において，新たな地平を
見出すことができるのではないか。中国企業
が社会性モデルを提唱する意義はここにある。

5　おわりに

　利益創出モデルと社会性モデルが重層的に
展開するのは，どんな事情を背景にしている
と考えられるだろうか。二重移行の重層構造
は，体制移行による発展移行がその根幹とし
て据えられる。前者はインセンティブに関わ
る領域であり，人々のやる気を喚起する。後
者は結果として得られた富とその還元に関わ
る領域であり，人々の生活を豊かにする。他
方，利益創出モデルと社会性モデルの目的を
振り返れば，前者は経済合理性が根幹にあ
り，後者は社会的公正や正義を通じた民生の
改善を企図している。これらを比較すると，
二重移行とビジネスモデルの間には，図式的
な「相似的重層性」を見出すことができる。
ところが，現実は理論通りに進まず，大きな
難関が聳え立っている。もはや，新自由主義
の発想が急務であるとか，新左派の発想が不

可欠であるとか，こうした二項対立的なとら
え方をすることが，マクロ・ミクロ両面にお
いて，きわめて困難であることが窺い知れる
のである。
　とはいえ，希望がないわけではない。二項
対立的な発想をとらず，総合的に包摂する発
想を大事にすることにより，すでに迎えた新
しい世紀における突破口を見出しうる可能性
がある。本稿ではとりわけ，ビジネスモデル
に社会性を加味することによる切り口を提示
することとなった。ここでの社会性とは，ス
テイクホルダー志向を含意しており，これが
二重移行を円滑に進めるうえで社会システム
を安定的に変革するための主役となりうる可
能性が見出されることが，本稿により垣間見
られた。
　ただし，ステイクホルダーを企業の味方に
つけることが，中国のビジネス界でどれほど
浸透する可能性があるのか。予想されること
は，当事者が何らかのメリットを感じるメカ
ニズムが存在するときに実現する可能性が高
まるだろう，という点である。ここにおいて，
社会における再分配システムが公平・正義な
どの価値規範との関連で十全に機能し，民生
の改善，従業員の待遇改善などの効果が企業
サイドにもフィードバックされ，実感として
のウィンウィン関係が構築されうるかどうか
が 1つの鍵になるものと予想されるであろ
う。しかし，本稿ではここまで触れることは
到底できなかった。このような新たな問題意
識を念頭に置きつつ，具体的な分析を次回の
稿以降にゆだねることにしたい。
　本稿のまとめとして，中国経済の二重移行
に関する議論は，マクロレベルの検討に留ま
らず，ミクロレベルの事柄，とりわけビジネ
スモデルの転換に関するアイデアと相俟っ
て，社会性への視点を包摂するロジックとの
親和性を見出すこととなった。もとよりビジ
ネスの領域は，人間の欲望と関連しており，
歴史の教える通り 1つの強い動力源となりえ
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るものである。「新常態」というコンセプト
の真意が問われる昨今，ビジネスモデルに対
する考え方の質的転換が，なぜこれに結びつ

くのか。その背景を掘り下げていくきっかけ
として，本稿が何らかの一助になっていれば
幸いである。

（注）
1） 「経済成長方式の転換」という言葉は，1995 年

の第 14 期 5 中全会で審議された「第 9次国民経

済・社会発展 5カ年計画と 2010 年の長期目標策

定に関する党中央の提案」で早くも提示されて

おり，2007 年の第 17 回全国代表大会では「経

済発展方式の転換」という言葉に改められてい

る（関［2013］79 頁）。

2） 資本主義経済におけるステイクホルダーへの視

点をめぐり，水村［2008］100 頁は，「ステーク

ホルダーに固有の権利とそれに伴う利益に根源

的な価値の存在を認め，企業とステークホルダー

の関係を一般化して普遍化可能な経営上の理論

―ステークホルダー理論」の域に高められてい

るとまとめ，諸学説を深めている。中国におけ

るステイクホルダーに関する議論は，たとえば

匡主編［2010］109-113 頁などで紹介されてい

る。また，中国におけるCSRについては，本邦

において酒井［2009］などが逸早く着目し，問

題提起を行っている。

3） 「狭義の利益創出モデル」について，具体的にこ

こから「ブラック企業」を連想する向きもあろ

うが，反社会的，もしくは非合法ということで

ない限り，両者は必ずしも同一視される範疇の

ものではない。
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（Abstract）
The aim of this paper is to consider the relationship between transformation of Chinese 

business models and the dual transition of Chinese economy, and to draw out a tentative 
assumption. The components of dual transition are economic development and systemic transi-
tion. The concept of “the new normal” presented by Xi Jinping is also reviewed in the context 
of this discussion. Although the middle-income trap and the transition trap were presented and 
discussed as the obstacles in the way of China’s destination to realize the dual transition, it is 
still important for Chinese companies to take various measures to fi nd appropriate ways of 
improving methods of management. Through the investigation here, the possibility of business 
models which are designed not only by profi t-driven motive but also by social-oriented motive 
will be recognized with the fact that the rise of interest for CSR in China is becoming 
observed. This phenomenon coincides with the recent evolution of business model theories 
which are closely linked with emerging internet business and electric commerce. Nowadays, 
stakeholders of Chinese companies are growing to become main actors of business activities 
and show their presences. However, the potential of the merits for companies in China to 
accept the socio-oriented stance at the occasion to design business model are still to be 
probed.
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